
「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議 次第 

 
平成２７年８月４日（火）１１：００～１２：００ 

ホテルモナーク鳥取「仁風の間」 
 
１ 開 会 

 
 
２ 知事あいさつ 

 
 
３ 規約の承認 

 

 

４ 会長の選任 

 

 

５ 地方創生担当大臣からのメッセージ披露 

 
 
６ 事例発表 

  ・とっとりに暮らしてみて気付いたこと など 
 
 
７ ＩＪＵターン促進に向けたコメント（各界の代表者） 

・とっとりにしかない暮らしの魅力とは 
・ＩＪＵターンを促進するために各機関それぞれの資源を活かしてできること など 

 
 
８ 行動宣言の承認 

 
 
９ 宣言の実行について 

 
 
１０ その他 

 
 
１１ 閉 会 

※閉会後、写真撮影 



「来んさいな住んでみないやとっとり」県民会議 参加者
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「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議規約 
 

平成２７年８月４日制定 
 
（名称） 
第１条 本会は、「「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議」と称する。 
 
（目的） 
第２条 本会は、地方創生の一つの柱である、都会からの地方への移住（鳥取県への移住定住）

を産学官金労言をはじめとする県民一体となって推進することを目的とする。 
 
（委員） 
第３条 委員は、本会の目的に賛同する関係企業、団体、市町村、県及び個人とする。 
 
（会長） 
第４条 本会を運営するため、会員の中から会長を１名置く。 
 
（事務局） 
第５条 事務局は、鳥取県元気づくり総本部元気づくり推進局とっとり暮らし支援課に置く。 
 
（その他） 
第６条 本規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長の了承を得て、事務

局が定める。 
 
 
 



「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議 行動宣言 

 

 

 地方から大都市への人口流出が地方を疲弊させてきた。 

 地方と大都市との間での所得格差が流出の一因とも言われている。 

 

 しかし今日では、コンパクトな県土に凝縮された豊かな自然、時間・空間のゆとり、生

活のゆとり、余白の多さ（ビジネスチャンス）、絆・”支え愛”など、日本一小さな県だから

こそ実現できる”ゆとり”を楽しむ贅沢な暮らしに対して新たな価値を見出し、ＩＪＵターンを

決断する移住者も年々増えてきている。 

 

 こうした流れを加速化させるため、産学官金労言各々がとっとりにしかない暮らしの魅

力を共有しながら、ＩＪＵターンを促進するために各機関それぞれが自らの資源を活かし

てできることに取り組み、地域の社会・経済が必要とする人材を呼び込むことで、小さく

てもキラリと光る元気な鳥取県を目指すことをここに宣言する。 

 

 

１ 鳥取県の暮らしやすさを共有し、その魅力に磨きをかけ、発信すること 

２ 産学官金労言のどこからでもとっとり暮らしに誘える仕掛けづくりを進めること 

３ 若者の定着に必要な仕事づくりを推進するとともに、人材のマッチングを強化する 

こと 

４ 「子育て王国」鳥取県ならではの子育て・教育環境の充実を図ること 

５ 移住者と地元の方が、若者や高齢者が共に活躍できる活力ある地域づくりを進 

めること 

 

 

 

平成２７年８月４日 

 

「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議    

 

 

 



 

「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議について 

 

鳥取県とっとり暮らし支援課 
１．目 的 

地方創生の一つの柱である、都会からの地方への移住（鳥取県への移住定住）を

県民一体となって推進することを目的とする。 

とっとり暮らしの良さをまず県民皆で共有し、さらにその魅力に磨きをかけるた

めの取組を推進するため、産学官金労言が一体となって取り組む。 
  また、その良さを全国に向け発信し、産学官金労言を挙げてとっとり暮らしに誘

う取組を推進する。 

２．参加機関 

経済界 ：鳥取県商工会議所連合会、鳥取県商工会連合会、 
鳥取県中小企業団体中央会、鳥取県経営者協会、 
鳥取県農業協同組合中央会、鳥取県森林組合連合会、 
鳥取県漁業協同組合 

  大学等 ：鳥取大学、公立鳥取環境大学、鳥取短期大学・鳥取看護大学、 
米子工業高等専門学校 

行 政 ：鳥取県市長会、鳥取県町村会、鳥取労働局、ふるさと鳥取県定住機構、

鳥取県 
金 融 ：鳥取銀行、山陰合同銀行鳥取営業本部 
労働界 ：日本労働組合総連合会鳥取県連合会 
マスコミ：日本海テレビジョン放送、山陰放送、新日本海新聞社 
鳥取県へ移住された方々、趣旨に賛同いただける企業、団体 など 

３ すすめ方 

（１）「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議の開催 

日時：８月４日（火）午前１１時～正午 

場所：ホテルモナーク鳥取「仁風の間」 

    概要：規約の承認、会長の選任、事例発表、ＩＪＵターンに向けたコメント、

行動宣言の承認など 

 

 

 

（２）首都圏における県民会議行動月間（９月） 

ア とっとり暮らしフェスタ in 東京（仮称）･･･９月６日（日） 

第一弾として、県民会議での行動宣言を踏まえ、首都圏に住む移住希望

者を対象にとっとり暮らしの魅力をＰＲしていくイベントを開催。 

○場  所：移住・交流情報ガーデン（東京駅八重洲口） 
○内  容：県民会議メンバーによるトークセッション、 

移住者の出演によるセミナー、移住相談コーナー など 
イ 平日ナイター相談会 in 東京（アンテナショップ）･･･９月１０日（木） 

ウ とっとり暮らしセミナー（ふるさと回帰支援センター）･･･９月２６日（土） 

 

首都圏イベントへの参加 


